
市食育推進計画見直しに係る方針について 

 

１ 現行計画について 

(1) 策定時期：平成２１年３月 

(2) 計画期間：平成２１から２５年度 

 

２ 見直し期間 平成２４・２５年度の２箇年 

 

３ 本市における食育推進の現状について（※ 別添１参照） 

  震災直後は、東日本大震災の影響による放射能問題の勃発により、本市においても、食育推

進委員会における協議・検討や全庁的な食育の推進については、見合わせたところである。 

  その後、平成２３年度（平成２４年２月１５日）に、本市における食育関連団体等の震災の影響

等を把握することなどを目的に、食育推進委員会を開催したところであるが、本来、食育推進に

際し実施している食育関連事務事業における進行管理等が事実上、機能していない状況下にあ

る。 

 ※ 食育関連事務事業の進行管理状況 

・ 平成２１年度分は実施済み 

・ 平成２２年度分は震災の影響により未実施 

・ 平成２３年度分は震災の影響により、当該年度分の食育関連事務事業の事業照会も出来て

おらず、また、食育関連事業に対する放射能問題等も考慮し、未実施。 

 

４ 見直しに際し必要な作業（※ 別添２参照） 

 (1) 平成２１年度から食育を推進してきての評価 

 (2) 社会情勢の変化の把握 

 (3) 国・県の動向注視 

 (4) 本市における他計画（健康いわき２１など）との整合性（統計データの整理等） 

 (5) 食育推進の進捗状況を把握する際の指標となる「計画の数値目標値」の見直し 

（※ 市民へのアンケート調査実施） 

 (6) 「基本的な施策」「施策の方向性」等の食育推進の現状を受けての新たな枠組みの検討 

 (7) 食育推進に係る今後の課題・検討すべき事項の把握 

 

５ 見直し作業に係る方向性（項目４連動） 

 (1) 本市における食育関連事務事業評価の管理状況や現在の食を取り巻く社会情勢等、また、

平成２３年度における、市関係部局や関係団体（市食育推進委員会）の食育推進状況を考慮

した場合、現時点において、市推進計画後の評価をするのは困難な状況下であるものと判

断できることから、総合的な評価については、平成２５年度を目途に実施することが望ましい

と考えられる。 

 

 (2) 市関係部局・関係団体（市食育推進委員会）に対し、照会を行うなど、市食育推進計画を策

定してから、平成２４年度の現時点における社会情勢の変化を整理する。 

 

資料４ 



 (3) 現時点において、国・県ともに食育推進に関すること、また、震災後の影響を反映した、計

画等の見直しについては、検討していないことから、今後、国・県における動向を十分注視す

るため、随時、情報収集に努める。 

 

(4) 健康いわき２１については、国の動向を踏まえ、平成２４年度以降に次期計画への改定がな

されることとなったところ。 

   なお、市食育推進計画における統計データ等については、健康いわき２１見直し作業におい

て実施された市民アンケート調査結果を基に時点修正することとする。 

 

(5) 目標値の設定については、市民アンケート調査が必要となることから、平成２５年度の市計

画見直しに係るアンケート調査実施に向けた準備（※）を進めることとして、実施計画の位置

づけ等についても見直すこととしたい。 

   ※ 市民アンケート調査については、計画見直しに係るものではなく、例年、食育の進行管

理等を目的として実施（：平成２３年度は震災により中止）していることから、計画見直しに

係るアンケート調査に比べ、媒体が少ない、年齢層を設定した上での実施ができないなど

の課題はあるが、市計画見直しを行うに際し、一つの指標として捉えることは可能。 

 

(6) 国の見直し内容や市の食育推進に係る評価及び現在の本市における食育関連事務事業

等の実施内容等を考慮し、見直し・追加等について検討。 

 

(7) 市関係部局・関係団体（市食育推進委員会）に対し、照会を行うなど、今後の食育を推進に

あたる課題・検討すべき項目について整理する。 

 

６ 今後の作業計画について 

 (1) 平成２４年度中に行うこと 

・ 社会情勢の変化の把握（４(2)） 

・ 国・県の動向注視（随時）（４(3)） 

・ 本市における他計画（健康いわき２１など）との整合性（統計データの整理等）（４(4)） 

・ 「基本的な施策」「施策の方向性」等の食育推進の現状を受けての新たな枠組みの検討 

    （４(6)） 

・ 食育推進に係る今後の課題・検討すべき事項 （４(7)） 

 

(2) 平成２５年度に行うこと 

・ 平成２１年度から食育を推進してきての評価（４(1)） 

・ 社会情勢の変化の把握（４(2)） 

・ 国・県の動向注視（随時）（４(3)） 

・ 食育を推進していくに際し指標となる目標値の見直し（４(5)） 

（※ 市民へのアンケート調査実施） 

・ 「基本的な施策」「施策の方向性」等の食育推進の現状を受けての新たな枠組みの検討 

    （４(6)） 

 
 



７ 方針について（※ 別添１参照） 

  平成２４年度中の見直しについては、社会情勢の変化の整理、統計データの整理等、食育推

進に係る今後の課題・検討すべき事項について、庁外・庁内組織に照会を行うなどの手法により

整理を行い、平成２５年度に、国・県の動向を注視しながら、市民アンケート調査、食育推進に係

る評価を行い最終的な改定（次期計画の確定）としたい。 

  なお、放射能の食に関する不安対策としては、市民の関心度が高いことは認識できるものの、

放射能の問題については、震災の影響により突発的に発生した事象であることや国・県において

も本事業に係る取扱いについて、現在においても混沌としていること、また、放射能に対する対策

については、庁内各課等における個別計画において、その事象に合わせた対策を講じることが望

ましいものと考えられることから、市食育推進計画の見直しにおいては「食の安全・安心」における

リスクコミュニュケーションの観点から、その時点における食を取り巻く放射能問題の正しい情報

の提供に努めることについて追加記載することとし、放射能問題に関する見直しとしたい。 



【市食育推進計画見直しに係る国・県の動向等】

　　　　　　　　　　　　　　　《 国の経過 》

○ 平成１７年６月「食育基本法」制定
（概要）
　食育についての基本理念や方向性を明らかにし、
国・地方公共団体及び国民の食育に関する取組みを推進する。

○ 平成１８年３月「食育推進計画」策定
　（計画期間：平成１８年度から２２年度）
（概要）
　食育の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図る。

○ 平成２３年３月３１日
　「第２次食育推進基本計画」改定
　（計画期間：平成２３年度から２７年度）

　　　　　　　《 本市の経過》

○ 平成２１年３月
　「市食育推進計画」策定
　（計画期間：平成２１年度から２５年度）
（概要）
　行政のみならず、学校・地域・企業な
ど食に関わる多様な主体と相互に連携
しながら、食育基本法及び食育推進基
本計画の策定等を踏まえ、本市の食育
を総合的かつ計画的に推進する。

               　　　　《 県の経過 》

○ 平成１９年３月
　「福島県食育推進計画」策定
　（計画期間：平成１９年度から２２年度）
（概要）
　食育に関する取組みを推進する。

○ 平成２２年３月
　「第２次福島県食育推進計画」改定
　（計画期間：平成２２年度から２６年度）
（概要）
　新しい総合計画の策定に合わせ、現行計画の見直しを
１年前倒し、実情に即した実効性のある計画とした。
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《食育推進に係る国・県の経過と現状等》

《社会情勢の変化》

《社会情勢の変化に伴う見直しの方向性（放射能問題関連）》

　放射能の食に関する不安対策としては、市民の関心度が高いことは認識できるものの、放射能の問題につい
ては、震災の影響により突発的に発生した事象であることや国・県においても本事業に係る取扱いについて、現
在においても混沌としていること、また、放射能に対する対策については、庁内各課等における個別計画におい
て、その事象に合わせた対策を講じることが望ましいものと考えられることから、市食育推進計画の見直しにおい
ては、「食の安全・安心」におけるリスクコミュニュケーションの観点から、その時点における食を取り巻く放射能
問題の正しい情報の提供に努めることについて追加記載することとし、放射能問題に関する見直しとしたい。

《市現行計画における社会情勢》
　
　近年、社会を取り巻く環境がめまぐるしく変化し、
人々のライフスタイルや価値観・ニーズが多様化す
る中で、栄養バランスの偏った食事、不規則な食事
の増加、肥満や糖尿病などの食生活習慣病の増加、
過度の痩身志向などの問題に加え、ＢＳＥや食品の
偽装表示に関する問題の発生などによる「食」の安
全性に対する不安の高まりなど、健全な食生活が失
われるつつある。

＋

《東日本大震災の影響による社会情勢の変化》
　
　○　放射能問題によるの食の安全性に対する不安
　　の高まり　ｅｔｃ

　《国の計画見直しに伴う本市の見直しの視点（３つのポイント）》

　《ポイント１》　地方公共団体による食育推進計画の見直し等について
　
　 １　 関係部局等との連携を十分に図るとともに、健康日本２１や都道府県及び
　　　 市町村の健康増進計画の内容及び動向も踏まえ、地域の特性に応じた計画の見直し
　　　 を行うこと。
　 ２　単なる周知にとどまらず、「国民が自ら食育の推進のための活動を実践することにより、
　　　 食に関する理解を深め」、食をめぐる諸課題の解決に資するように推進していくこと。
　　　　（※　単なる周知から実践へ！）

 《ポイント２》　食育の推進に関する施策についての基本的な方針
　
　 １　重点課題
　  (1)　生涯にわたるライフステージに応じた間断ない食育の推進
　  (2)　生活習慣病の予防及び改善につながる食育の推進
　  (3)　家庭における共食を通じた子どもへの食育の推進

　 ２　基本的な取組方針
    (1)　国民の心身の健康の増進と豊かな人間形成
    (2)　食に関する感謝の念と理解
    (3)　食育推進運動の展開
    (4)　子どもの食育における保護者、教育関係者等の役割
    (5)　食に関する体験活動と食育推進活動の実践
    (6)　我が国の伝統的な食文化、環境と調和した生産等への配慮及び農山漁村の
        活性化と食料自給率の向上への貢献
    (7)　食品の安全性の確保等における食育の役割

　《ポイント３》　食育の推進に当たっての目標
　
　  基本計画においては、国民運動として食育を推進するにふさわしい定量的な目標値を
 主要な項目について設定することとし、その達成が図られるよう基本計画に基づく取組を
 推進するもの。国の第２次計画見直しのポイント

別添１

　本市における社会情勢の変化やそれに伴
う市計画見直しの内容については、庁内及
び市食育推進計画の協議・検討を踏まえ決
定していく。



【市食育推進計画の概略】

第１章　計画の概要 第４章　施策の展開 第６章　計画の推進にあたって

　１　計画策定の趣旨 　１　家庭における食育の推進 　１　食育推進体制

　２　計画の位置づけ 　２　学校・保育所等における 　２　関係者の役割

　３　計画の策定体制 　　　食育の推進 　※　計画の数値目標

　４　計画の期間 　３　地域における食育の展開

　４　農林水産業とのふれあい、地産地消 ○　資料編

第２章　食を取り巻く現状と課題 　　  の推進や食文化の継承と振興

　１　本市の食を取り巻く現状 　５　食の安全・安心の理解と推進、環境

　２　食育懇談会（ワークショップ）の開催 　　　との共生

　３　食育推進にあたっての課題

第５章　ライフステージに応じた食育の推進

第３章　計画の基本方針 　１　乳幼児期（０歳～就学前）

　１　計画の基本理念 　２　学童・思春期（小学校入学～１８歳）

　２　計画の基本目標 　３　青年期（１９歳～３９歳）

　３　施策の方向性（施策の体系） 　４　壮年期（４０歳～６４歳）

　４　ライフステージにおける取組み 　５　高齢期（６５歳～）

　○　計画の数値目標（「第６章　計画の推進にあたって（計画：Ｐ１１８）　（※２）」より）

目　標　値

健康いわき
２１
中間評価
アンケート

壮年期
(３０歳～
６４歳)

９.７％
（H１８）

５％以下
青年期Ⅱ

（３０歳～３９歳）

健康いわき
２１
中間評価
アンケート

青年期
(１６歳～
２９歳)

（H２５）

０％
青年期Ⅰ

（１９歳～２９歳）

食育に関心を持っている
市民の割合

健康いわき
２１
中間評価
アンケート

小中学生

―

１２.６%
（H１８）

（H２２）

（参考）
　国の目標値

１５%以下
(３０歳代男性）

朝食を欠食する市民の割
合

指　　　　　　　標
現　状　値

（ 調 査 年 ）

１５%以下
(２０歳代男性）

９０%以上 ９０%以上

学校給食における地場産
物を使用する割合

（食材数
ベース）

２５.１％
（H１９）

３０%以上 ３０%以上

０%
学童・思春期
(小学校入学

～１８歳）

０%
子ども

(小学５年生・
中学２年生）

２２.６％
（H１８）

６０%以上

内臓脂肪症候群（メタボ
リックシンドローム）を認
知している市民の割合

― ８０%以上 ８０%以上

「食事バランスガイド」等
を参考に食生活を送って
いる市民の割合

― ６０%以上

２０％UP

環境にやさしい農業に取
り組むエコファーマー認定
者数

「 第 二 期 新
農業生産振
興プラン」

２０８人
（H１７）

１,０００人
（H２４）

―

食育の推進に関わるボラ
ンティアの数

いわき市健
康推進員等
の数

１６６人
（H２０）

２５０人

６０%以上
食品の安全性に関する基
礎的な知識を持っている
市民の割合

― ６０%以上

《市現行計画策定の趣旨と進行管理の状況等》

　これまで、保健福祉部をはじめ、農林水産部、教育委員会等、それぞれの分野において「食」に関
する事業を実施してきたが、「食育基本法」の制定や「食育推進基本計画」の策定等の趣旨を踏ま
え、あらためて市民一人ひとりが食の大切さを見直し、健全な食生活を実践することにより、豊かな
人間性をはぐくむ食育の推進が一層求められていることから、行政のみならず、家庭、学校、地域、
企業など食に関わる多様な主体が相互に連携・協力しながら、本市の地域特性や実情等に即した
食育に関する施策を総合的かつ計画的に推進していくための指針として「いわき市食育推進計画」
を策定。
　その後は、計画の基本理念・目標、また、それらを達成するための基本的な施策に基づき実施す
る具体的な取組みに係る進行管理（※１）や本市食育の推進状況を把握するための指標となる「計
画の数値目標（※２）」の把握（アンケート調査の実施）などに努めているところである。

２　学校・保育所等における
　　食育の推進

子どもの発達段階に応じた食育の推進

保護者への普及啓発

給食を通した食育の推進

高校・大学等における食育の推進

１　家庭における食育の推進

望ましい食習慣の確立

妊産婦や乳幼児に対する食育の推進

食に対する感謝の気持ちの涵養

男女共同参画を踏まえた食育の推進

４　農林水産業とのふれあい、
　　地産地消の推進や
　　食文化の継承と振興

農林水産業の体験・交流活動の推進

地産地消の推進

食文化の継承と振興

３　地域における食育の推進

食育推進運動の展開

食育推進に係る人材の育成・支援

関係団体・事業者の連携による食育の推進

職場における食育の推進

５　食の安全・安心の理解と推進、
　　環境との共生

食品の安全性に関する知識と理解の推進

環境との共生

《基本的な施策》 《施策の方向性》

〔第４章　施策の展開〕関連（計画：Ｐ６０）　（※１）

　「食育」とは
　○ 生きる上での基本であって、「知育」、「徳育」、「体育」の基礎となるべきもの。
　○ さまざまな経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、健全な食生活を
　　実践することができる人間を育てること。

別添２




